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（2026 年 7 月 30 日開催、東京） 

 
株式会社野村総合研究所 

2027 年 3月期第 1 四半期決算説明会 
質疑応答（Ｑ＆Ａ） 

 
説明者： 代表取締役 専務執行役員  山﨑 政明 

執行役員    鳩宿 潤二 
 

質問者 1 人目（アナリスト） 

Q1：海外事業は、事業撤退や為替変動の影響を除いた実態として、第 1 四半期の受注環境は北
米・豪州でそれぞれどのような状況だったか。また、第 2 四半期以降の見通しとして、前期比で着実
に赤字幅が縮小する展開が続くか。通期で損益分岐点とするための収益改善策も伺いたい。 

A1：海外の事業環境は引き続き厳しく、現地通貨ベースで見ても受注は前期比で減少している。これ
は、前期に事業構造改革を行った影響に加え、売上拡大よりも収益改善を優先し、採算性の高
い案件を選別して受注している影響によるものである。受注が減少することは想定しており、１Q の
業績は計画通りに進捗している。営業利益がどの四半期に大きく改善するかを現時点で申し上げ
る段階にはないが、通期での損益をブレークイーブンに戻す計画に変更はなく、その達成に向けても
予定通り進捗している。 

 
Q2：北米と豪州それぞれの受注・需要環境について補足いただきたい。 
A2：北米では、特に大手 IT サービス会社が受注獲得に苦戦している印象である。当社はそれらの企

業に比べて事業規模が小さく、大手同様、あるいはそれ以上に厳しい環境に置かれていると感じて
いる。豪州は、決して良好な環境ではないが、当社は金融やヘルスケアの領域へ顧客の絞り込みを
進めており、その範囲内で見ればそれほど悪い状況ではない。ただし、全産業で見れば依然として
厳しい環境が続いている。 

 
Q3：国内の産業 IT ソリューションの受注が好調であるが、その内容は新規顧客の獲得によるものか、

既存顧客によるものか。また、減益については上流工程の案件が多いことによる収益性悪化と説明
があったが、利益率改善のタイミングはいつ頃を見込んでいるか。 

A3：新規顧客からの案件が増えたことで、既存顧客の投資抑制分を補うことができた。現在は、新規
顧客に対する理解を深める序盤段階にあり、システム開発工程の上流工程にある案件が多いため、
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収益性が低い。今後、進捗が中盤から後半に進むにつれ収益性の高い工程に移行するため、第2
四半期以降順次利益率は改善していく見通しである。 

 
Q4：新規顧客とは、小売・商社・運輸系という理解でよいか。 
A4：その通りである。内需型の顧客を中心に、複数の新規顧客向けの案件が増収に寄与した。 
 
 

質問者 2 人目（アナリスト） 

Q1：海外事業は赤字が縮小しているが、前期の減損に起因する償却費用の減少効果はいくらか。 
A1：償却費用のみを切り出すと、前期比で約 5 億円の増益要因となっている。 
 
Q2：2026 年 3 月期第 4 四半期には海外事業で数十億円の赤字が出ていたと思うが、そこからは大

幅に改善したという理解でよいか。 
A2：四半期ごとの推移で見ると、業績が悪化した 2026 年 3 月期第 3 四半期以降との比較では、償

却負担の減少分を差し引いても改善傾向にあり、ご指摘の通り収支は改善した。 
 
Q3：今後の利益改善は、増収効果とさらなるコスト削減のどちらが寄与するか。 
A3：現時点で追加のコスト削減策は考えていない。事業の絞り込みを行っているため、増収よりも収益

性の高い案件の受注や既存ビジネスの付加価値向上による増益を目指している。 
 
Q4：北米事業における付加価値の高い案件とは、具体的に何を指しているか。 
A4：北米のネットワーク事業は広い顧客基盤を有しており、そこにサイバーセキュリティのサービスを組み

込むことで、より高い価値を提供できると考えている。具体的には、今期下期に NRI セキュアテクノ
ロジーズの北米拠点を NRI ノースアメリカに統合する予定があり、それにより既に当社のネットワーク
サービスを利用している顧客に対し、サイバーセキュリティサービスを追加提供することにで、収益性
向上を図る考えである。 

 
Q5：コンサルティングの利益変動要因は、稼働率低下と理解してよいか。また、稼働率は第 2、第 3 四

半期には改善する計画か。 
A5：付加価値の高い AI 案件を獲得するための準備段階にあることや、公共系の案件の獲得が計画

よりも後ろ倒しになったことから、稼働率が若干低下した。AI 案件を着実に獲得することで稼働を
高めていきたい。 

 
Q6：金融 IT ソリューションは増収効果と AI 駆動開発により好調との説明であったが、第 2、第 3 四半
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期に失速する性質のものではないと考えてよいか。 
A6：懸念はしていない。案件の大型化が進んでいることもあり、業績は安定的に推移すると想定してい

る。 
 
Q7：産業 IT ソリューションの新規案件では、上流工程にあるため収益性が低いとの説明だが、新規と

いうのは、技術的な面か、それとも業種として新しいため学習コストが嵩むからなのか、もしくは特定
の大型案件の収益性が低いのか。 

A7：学習コストの負担も含め、上流工程においては、収益性を一部犠牲にしてでも顧客との良好な関
係構築を優先すべきと考えている。また、業種については、これまでの営業、提案活動を通じて顧
客層が着実に拡大しており、建設、不動産、小売、運輸を中心に新規顧客の獲得が進んでいる。
特定の大型顧客に依存するものではなく、一定規模以上の顧客が複数増加している状況。案件
種類としては、SaaS 導入、ウェブサイト刷新、勘定系システム刷新に代表されるレガシー・モダナイ
ゼーション案件など、多岐にわたる。 

 
Q8：新サービスを特定業種向けに展開してナレッジを蓄積しているというより、新規顧客が複数業種で

増えたという理解でよいか。 
A8：現状の理解としては、その通り。一方、“社会共創サービス”の領域では、産業 IT ソリューションにお

ける標準的なサービス提供についての取り組みを進めている。この領域では、マイナンバー関連サー
ビスを中心に様々なソリューションの提供を順次進めている。現時点で規模は大きくないが、今後の
業績への貢献に期待している。 

 
 

質問者 3 人目（アナリスト） 

Q1：産業 IT ソリューションで複数案件が同時に始まった背景には何があるか。今期から中期経営計画
を開始したことで、採算性にこだわらず顧客を拡大するなどの方針変更があったのか。 

A1：方針変更ではない。これまでも新規顧客の開拓においては、初期フェーズでは収益性を犠牲にして
でも獲得すると意思決定は行ってきている。ただし、そのような案件が多数あるわけではなく、一定の
健全な割合である。無理をして、あるいは大きく方針を変えて新規顧客を開拓しているわけではなく、
今期第 1 四半期という断面で見ると収益性がやや低下したと理解いただきたい。 

 
Q2：第 1 四半期は、たまたま複数の新規顧客で低収益の案件が重なっただけか。 
A2：既存顧客と新規顧客に分けると、新規顧客向けの案件は１割程度増えている状況であり、それ

が今期の業績につながっている。 
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Q3：プレゼンテーションでは業績について力強いコメントを聞くことができた。最も好調だったものは何であ
ったか。海外の底打ち感、産業 IT ソリューションの新規顧客、金融 IT ソリューションの堅調さ、サイ
バーセキュリティ需要など、具体的に伺いたい。 

A3：今期は受注残が安定的に成長しており、その他の懸念材料も大幅に減少する中、各セグメントが
バランス良く業績を伸ばしている。とりわけ、AI コンサルティング案件の増加を期待している。コンサル
ティング案件は先行指標であり、質の高い（本格的な経営変革）案件が増加している。AI 案件
は他のコンサルティング案件より単価が高く、CxO 向け案件はさらに高単価で、大型案件へ発展し
やすい傾向にある。後続に向けて期待が持てる状態であるため、好調と申し上げた次第である。 

 
 

質問者 4 人目（アナリスト） 

Q1：計画対比で上振れしたとの説明があったが、売上収益・営業利益それぞれについて、どの程度想
定を上回ったか。どの分野が上振れを牽引したか。 

A1：今回、定量的な説明は差し控えるが、通期業績予想の伸び率と比較すれば概ねイメージいただけ
ると考える。中心となったのは、金融 IT ソリューションと IT 基盤サービスの 2 セグメントである。 

 
Q2：コンサルティングセグメントにおいて、政府の予算決定が遅れたことによる受注減少の影響はどの程

度あったか。 
A2：第 1 四半期の受注では、民間は概ね前期並みの水準であった一方で、公共はマイナスであった。

つまり、前期比の減少に占める割合という意味では、ほぼ公共によるものである。 
 
Q3：公共で概ね 20 億円のマイナスを、第 2 四半期以降に取り戻すという理解でよいか。 
A3：先ほど申し上げた通り、公共の落ち込みの多くは、民間の AI 案件や CxO 案件で補っていく考えで

ある。なお、公共案件については通年で発注があるため、期初に想定していた案件を受注できなか
った場合でも、期中の営業活動で取り返すことは例年通り行っていく予定。20億円すべてを公共で
取り返すことの算段が付いている訳ではないが、ある程度は例年通り公共分野で取り返すことを想
定している。また、前期から人的リソースの流動性を高めていること、公共分野は民間とも共通する
領域が多いことから、公共分野の余剰人員を民間で確保したプロジェクトに回すことが可能。したが
って、この 20 億円は第 2 四半期以降徐々にカバーしていけると見ている。 

 
Q4：コンサルティングセグメントは、通期で 10％増収を目指しており、第 1 四半期末の受注残が前期

比 9.9％あるものの、楽観視できないと外部からは見ている。懸念はないと考えてよいか。 
A4：当社としても楽観視しているわけではない。ただ、平素から顧客に対し、先進的なニーズに対する

提案を積極的に行っており、これまでの感覚では、このタイミングで受注残が約 10％程度増加して
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いるので、残りの３四半期で 10%の増収計画は達成できる手応えは持っている。 
 
 

質問者 5 人目（アナリスト） 

Q1：コンサルティングと金融 IT ソリューションの受注高がともに前期比で減少していることを懸念している。
四半期ごとのブレの範囲と捉えてよいか。あるいは、これまでと比べ状況に変化があれば伺いたい。 

A1：コンサルティングでは、受注獲得までの期間が長くなるケースが増えているが、この背景にはプロジェク
トが大型化している傾向があると見ている。 

 
Q2：金融 IT ソリューションについてはどうか。 
A2：前期は、その他金融業等向けと銀行業向けで案件の大型化が進み、受注獲得が高水準にあった。

顧客の投資意欲は引き続き旺盛なため、あくまで受注タイミングの問題に過ぎないと捉えている。 
 
Q3：IT 基盤サービスセグメントの受注について。AI によるハッキング脅威の増大は企業にとって相当なリ

スクであると認識している。第 1 四半期に受注を大きく伸ばし、営業利益率も改善しているのは主
にこの分野か。通期業績予想に対する上振れ余地もあると思われるが、御社のリソース制約も含め
て今後の見通しを伺いたい。 

A3：脆弱性診断およびコンサルティング需要は拡大しており、今後は当社の対応力が重要となる。現在、
特に重要インフラ 15 業種への対応が求められており、国の指導の下で金融分野から進展している。
当社は金融分野に強みを有しており、堅牢なシステム構築で培った知見を活かしてフロンティア AI
領域においても金融機関でまず実績を積み、それを他業種へ展開する方針である。足元では、緊
急対応を進める中で、コンサルティングおよび脆弱性対応を推進している段階にある。今後、対象
業種の拡大が見込まれるが、当面は顧客の安全性確保を優先し、収益性を一部抑制した提供も
想定している。なお、説明会資料 P.16 図右側の運用・モダナイゼーション領域への移行には、少な
くとも半年から 1 年程度を要する見通しである。 

 
Q4：今回の金融に関する措置は、金融庁から正式に金融機関へ対応が求められた時期が 5 月下旬

頃と認識している。そこから急速に受注が増えているように見えるが、期初計画を相当上回る受注
が入ってきているという理解でよいか。 

A4：顧客自身も緊急対応を要する状況にあるため、当社としては丁寧に対応する必要があると見てい
る。大きな案件を積極的に狙っているというより、まずは顧客の危機意識にしっかり寄り添った対応を
すると同時に、多くの顧客に適したサービスを提供していくことを重視している。 

 
以上 


